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逢初川土石流災害に関する事実関係経緯 

 

熱 海 市 

 

●3 月 28 日に開催された、逢初川土石流災害に係る行政対応検証委員会中間報

告書に記載されている土採取等規制条例等に関する事実関係の経緯をベース

に、熱海市として重要であると考えている事実関係を追記しました。 

●本資料につきましては、逢初川土石流災害に係る行政対応検証委員会（第三者

委員会）等に提出をしております。詳細につきましては、以下をご参照くだ

さい。 

 

関係者一覧 

関係者 関係者の説明 

Ａ社 前土地所有者  Ａ氏：Ａ社代表取締役 

Ｂ社Ｑ氏 盛土造成実行行為者 （Ｂ社の名刺を有する者） 

Ｃ者 現土地所有者 

Ｄ社 土採取等規制条例届出書 現場責任者（2007. 4 9～） 

Ｏ氏：Ｄ社社員 

※隣接区域の林地開発許可の施工者等 

Ｅ社 

Ｑ氏 

土採取等規制条例届出書 現場責任者（2009. 12. 10～） 

※Ｅ社Ｑ氏は、Ｂ社の名刺を有するが、Ｑ氏がＢ社の支配下にあった

かどうかは不明。 

Ｈ社 赤井谷出入り業者 

Ｋ社 現土地所有者が経営するグループ会社 

Ｔ者 不動産業者 

Ｕ者 現土地所有者の代理人 

 

  【事実関係】 

  2006. 9.21 Ａ社が逢初川源頭部を含む約 35 万坪（120ha）の土地を購入・

所有 

  2006. 10.2 Ａ社が市に県風致地区条例に基づく風致地区内行為許可申請書

(その１)を提出 

（面積 0.9446ha  行為の種類 土地の形質変更、木竹の伐採） 

  2007. 3. 9 Ａ社が市に県土採取等規制条例に基づく土の採取等計画届出書

提出 
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（工期限：12 ヶ月（予定）＜2008.4.8＞ 

面積 0.9446ha  盛土量 36,276 ㎥） 

 注)面積 1ha 未満 → 市町長に届出（条例第３条） 

  2007. 3.23 Ａ社が市に県風致地区条例に基づく風致地区内行為許可申請書

(その２)を提出 ※地区内の別の土地 

（面積 0.9297ha  行為の種類 土地の形質変更、木竹の伐採） 

  2007. 4. 9  市がＡ社の土の採取等計画届出書を附帯条件付きで受理 

       附帯条件 

        当該届出に係る土の採取に伴う土砂の崩壊、流出等により災害

が発生する恐れがあるときは、建設課と協議をし、災害を防止す

るための必要な措置をとること。また、土砂の崩壊、流出により

災害が発生した際は、早急に対策を講ずるとともに、被災の補償

を行うこと。 

   2007. 4.11  市は、逢初川源頭部での盛りこぼしを現認。 

（「仮置き」として処理） 

  2007. 4.12  市は、Ａ社に対し、県風致地区条例に基づく風致地区内行為に

ついて許可（その１）（その２）を通知。 

2007.4.27  市から東部農林事務所へ、Ａ社が森林法第 10 条の 2（林地開発

許可）の許可を得ないで 1ha を超えていると思われる開発行為

が行われている旨を通報 

  2007. 5. 2   県東部農林事務所が、Ａ社から 8 万坪（26ha）について宅地造

成の開発計画を進めていること等を聴取。2007 年 2 月から県

土地対策課に相談。林地開発許可への準備として自然保護室と

環境衛生評価調査も実施。これらを受けて、県東部農林事務所

が、Ａ社に対し、2 基目のダム（堰堤）を加えて 1ha を超えれ

ば林地開発許可が必要となることを指摘。 

  2007. 5. 11 Ａ社が市に県風致地区条例に基づく風致地区内行為許可申請書

(その３)を提出。※砂防堰堤建設に伴う土砂等の仮置き場とし

て使うため。 

       （面積：5,065.04 ㎡ 工期：2007.6.4～2008.6.4  

行為の種類：土石の堆積） 

  2007. 5. 17  市が、県熱海土木事務所都市計画課に対し、Ａ社との応対記録

及びＡ社から提出の残土改良証明などの記録を送付。 

   2007. 5. 22 県東部農林事務所、市が、Ａ社に対し、林地開発違反の疑いに係

る現地調査・現地指導を実施。 

       指導等内容 
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       ・森林改変面積が概算で 1ha を超えていることを確認 

・土の搬入の中止、改変区域の求積を指導し、面積 1ha 超であ  

れば県に復旧計画を提出するよう口頭指導 

  2007. 5. 31 県東部農林事務所は、Ａ社に対し、「森林法第 10 条の２に抵触

するおそれがあると判断されるので、開発行為に相当する作業

の中止と土地の形質変更面積の求積等を行う」よう通知。 

2007. 6. 4  市は、Ａ社に対し、県風致地区条例に基づく風致地区内行為に

ついて許可（その３）を通知  

2007.6.27 Ａ社、県東部農林事務所が無断開発地の現地指導。 

状況 

・沢末端部に転石積みの堰堤施工中 

・土砂を盛こぼしていた法面は、不安定土砂を除去。法尻に丸太

柵工施工。除去した土砂は堰堤上流部に排土しセメント安定処

理で固定している。 

指導 

・ 転石積みで高さのある堰堤を設置するのは、崩壊した場合に

危険。 転石積みの護岸を法尻に配置すれば護岸浸食の防止が

図られる。 

沢本流に丸太等で土留工を設置することにより、不安定土砂の

固定を図る。 

 2007.11.26  市が、県東部農林事務所、県土地対策室に対し、Ａ社の宅地造成

計画（事業面積約 8ha）については、認めない方針である旨を報

告。県東部農林事務所からも県土地対策室と情報を共有。 

 2008. 2.26 Ａ社が県東部農林事務所に、宅地造成計画（11～13ha）について

相談。県東部農林事務所からは、無断開発地の処理が済んでいな

いため、認めない旨回答。 

 2008. 3.25  Ａ社が開発予定地の周辺について、自然保護室との協議の中で必

要とされていたレッドデータブックの貴重動植物の調査を行っ

たが、今回不要となったとの連絡を受けたことに対し、相当な経

費が掛かっており、県に損害賠償請求を検討していると発言。 

   2008. 4. 9 県土採取等規制条例の届出の工事の期限到来 

2008. 8. 7  県東部農林事務所が、Ａ社に復旧工事完了報告書の受理を通知 

  2008.8.12  県熱海土木事務所都市計画課・用地管理課、県東部農林事務所治

山課、市が、Ａ社と開発計画について協議。 

       Ａ社から、県に対し「レッドデータ調査に 1 年費やした件で損

害賠償請求を検討している」、「都市計画法32条協議については、
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県が河川改修を行うべき」との発言があった。また、残土処理に

ついて、Ａ社から「小田原の現場で生じた残土約 1 万㎥を至急、

赤井谷で処理したい。」との発言があった。 

  2009.1. 14 Ａ社が市に県風致地区条例に基づく風致地区内行為変更許可申

請書(その１)を提出 

       （工期変更：着手 2008.4.13 完了予定 2010.4.12） 

  2009. 1.14 市が、県東部農林事務所に対し、小田原とは別の場所から約 50

万㎥にのぼる土砂搬入計画の話があったことについて共有し協

議を実施。 

      内容 

       Ａ社は赤井谷に小田原の開発に伴う土砂でなく、別のところか

ら約 50 万㎥にのぼる土砂を搬入したいとのこと。 

              Ａ社は残土処分を請け負って資金を得ようとしているものと

考えられる。 

              また、熱海市内の別の開発箇所でコンクリート構造物を解体し

ており、そこで出たコンクリートガラを赤井谷のロックフィル

ダムの材料に使いたいとの意向を示したが、市としては「産廃と

なるので、それは出来ない」と回答。 

       これらの状況を踏まえ、（県東部農林事務所としては）市と連携

し、（Ａ社に）変な動きがあれば牽制していくこととした。 

  2009. 1.21 Ａ社、県熱海土木事務所、県東部農林事務所、市が残土処分計画

について協議。Ａ社は土の採取等規制条例の着手に際して、「県

や市に絶対迷惑がかからないようにする。面積が 1ha を超える

ことはない。当面の量は、3000～5000 ㎥程度である」と説明。 

  2009.1. 23 市は、県と協議の上、Ａ社に対し、県風致地区条例に基づく風致

地区内行為について変更許可を通知 

      許可条件 

      ・工事着手にあたり、着手届を提出すること。 

      ・植栽計画を遵守すること。 

      ・工事完了後は、速やかに完了届を提出し、完了検査を受けること。 

      ・設計を変更しようとするとき、又は許可事項と異なる施行の必要

が生じたときには、あらかじめ熱海市長に協議すること。 

  2009. 6. 24  県東部農林事務所、市が現地調査を実施。伐採届、小規模林地

開発の手続き無く残土搬入が行われていることを確認。 

（沢へ降りる作業道が拡幅されており、2008.8.7 復旧完了した復

旧箇所が一部含まれている可能性があると記録されている） 
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       （その後、市がＡ社に対し伐採届出書を提出するよう指導し、

2009.7.21 提出あり。）        

（注）復命書添付の写真から、源頭部上部から残土を谷に落とし込

んでいた様子がうかがわれる。 

2009. 6. 25  市が、Ａ社に対し、1ha 超は林地開発許可申請が必要である旨、

再度通告。加えて工法変更の図面作成を指示。 

2009. 7. 2   Ａ社、県熱海土木事務所、県東部農林事務所、市が盛土計画につ

いて協議。Ａ社は「林地開発にならないよう 1ha を超えないよ

うにやる。少しずつ（1ha 未満をいくつも）やっていくしかない」

と発言。これに対して、県東部農林事務所は「小分けは認めない」

と回答。その後、Ａ社は「じゃあ何年たったら隣接でなくなるの

か。別の第三者ならいいのか」と県東部農林事務所に確認し、県

東部農林事務所は「隣接や第三者の判断はその時に判断する」と

回答。 

2009.10. 9  県熱海土木事務所は、2009.10.8 の伊豆山港及び逢初川河口部

の濁り調査を受け、逢初川源頭部の状況を調査。雨水により、開

発地の転圧不足の土砂が流れ出ていることを確認。以後、数回に

わたり県熱海土木事務所、県東部農林事務所、市が、残土処理場

について今後の対策を協議 

  2009.11.4 市、県熱海土木事務所、県東部農林事務所との協議等内容 

内容 

・ 市から、県に土地改変面積が 1ha を超えているのではないか

と言う点について問題提起し、「県市一緒に面積調査から入った

ほうがよい」と依頼。 

・ 会議の終了後、県東部農林事務所治山課から、市まちづくり

課へ、面積の確定について、市でＡ社を指導しながら対応する

よう指導（現地は改変面積が１ha を超えている可能性がある

が、森林法の手続きにのっとり業者を指導していると時間がか

かってしまうため、市から事業者を指導するようにとのこと） 

※これに基づき、2009.11.30 に 1.2ha の求積図が提出されること

となる。 

      ・ 市、県熱海土木事務所、県東部農林事務所とも「現在の危険な

状態を行政として放置しておくことは許されない。業者に対

し至急何らかの措置を命ずる必要がある」という認識で一致

（状況認識：降雨により崩壊してもおかしくない状況。伊豆山

港に土砂流出のおそれがある。市は土地改変面積が１ha を超
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えているように見えるとの見解。）。 

      ・ 明日にでも停止するような気持で対応すべき。「危険な状

態」なら、勧告→措置命令→停止という手順をとらなくても

停止命令ができる。 

      ・ 県土採取等規制条例については届出の期限が切れている。当

初届出の下流にロックフィルダムを造るという方法を変更し

ているにもかかわらず、変更届出もせずに上流部から土砂を

捨てているというずさんな状態。 

・ 現地の改変面積が１ha を超えている可能性があり、面積の算

出のための測量も市から指導する。 

・ 県土採取等規制条例上の規制として、土砂搬入の中止、防災

措置の変更計画等を市から指導する。その結果をもって、県

も対応する。 

・ 防災工事（沈砂地、土堰堤等）ができなければ工事を止め

る。 

          【逢初川土石流災害に係る行政対応検証委員会中間報告書の

森林法関係時系列から引用】 

（協議後の現地調査での熱海市まちづくり課担当者の見解） 

(注)同行した県東部健康福祉センター職員が受けた印象 

             現地が整然と整地されていること、河川への土砂の流入

が全て当該残土処分場が原因であると特定しがたいことか

ら、土砂搬入の禁止命令を発出するのは難しいのではないか。 

                  ※2009.11.10 起案県東部健康福祉センターの口頭記録より 

 

2009.11.6  県東部健康福祉センターと市で残土処分地の現地確認を実施。 

県資料の内容 

     ・特に廃棄物の搬入をうかがわせる状況はなかった。立入時にダ

ンプ 1 台の搬入があったが、廃棄物はなし。 

・また、整地がきれいになされており、直ちに土砂の崩壊等が発

生するような状況には見受けられなかった。 

（市の見解） 

この時点での現場の状況は、土が盛りこぼされている状況で

川や港が濁るということも起きていたことから、土砂搬入に

ついて県と市で問題意識を持っていた。他方、危険性の認識

については、2009 年 11 月時点の土量では、仮に崩れたとし

ても人身災害につながるような崩落をするものではないと当
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時の県、市職員は認識していた。 

※当時の県及び市の職員の認識については、その作成者や時

期によってばらつきがあることに留意。 

 

    2009.11. 6   県東部農林事務所が県森林計画室（現・森林保全課）に

2009.11.4 打合せの内容を報告 

              内容 

       ・ 改変面積の確定については、市が事業者に区域の実測を指

導する。 

       ・ 改変面積が１ha を超えた場合、林地の復旧指導の方法につ

いて再検討する必要がある。（通常の指導では無許可伐採を

繰り返すことが予想され、実効性のある対応が必要と思われ

る。） 

  2009.11.11 県土地対策室と市が打合せ後の対策等の論点整理。 

       ・ 市は県土採取等規制条例第６条による措置命令を検討して

いる。 

       ・ 開発面積１ha 以下として、県東部農林事務所に伐採届が提

出された。しかし、現状では開発面積が１ha を超えているよ

うにも見える。 

       ・ 泥水の海への流出を問題視して、県熱海土木事務所も対応策

を協議中。 

       ・ 県土採取等規制条例による規制が弱いため、河川法又は森林

法による対応が効果的との認識で、県と市で一致。 

       ・ 下流域に与える影響が深刻であり、また、事業者の資力信用

が不十分なため、最終的には行政代執行により安全上の措置

がとられることも考えられる。 

       ・ 県（県熱海土木事務所、県東部農林事務所）及び市による協

議が継続していくことと思われるが、要請があれば県土地対

策室としても参加する。 

  2009.11.13  市がＡ社に、県土採取等規制条例に基づき土の採取等計画届

出書（2007.4.9 付け）に関し文書指導。（工期及び工法の変

更手続き､附帯条件に付した災害防止措置、行為面積の確定の

実施） 

  2009.11.17  市がＡ社を訪問し、2009.11.13 の指導事項である工期及び工

法についての変更の手続きを 2009.11.30 までに行うこと、

災害防災上の措置を取ること、土採取行為面積を確定するこ
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とを指導。 

        現実性のある工法での申請を指示。 

        改良材で補強した土堰堤及び沈砂池の施工を約束。（Ａ社か

らの提案。） 

2009.11.30 Ａ社は盛土面積 12,218 ㎡の求積図（2009.11.27 作成）を市に

提出（FAX 送信記録）。 

   2009.12. 1  県熱海土木事務所、県東部農林事務所、市が､残土処理場 

について今後の対策を協議 

             ・1.2ha の測量図面が出されたが図上求積であり､信憑性にも欠

け､正式文書でないため､最初は伐採届の指導と県土採取等規

制条例の違反の指導で市が動く（明日にでも会って指導を開

始する。）よう県から市に対して指導。 

       ・口頭で指導をしたら､同じ内容を文書でも指導する。 

       ・最悪のことを考えて行政代執行を市がやる場合の調査（見積

も）用意したほうがいいのではないか、という意見も出た。 

・Ａ社は会社として機能していないので、土地を借りて行為を

しているＢ社に直接指導する。 

参考 

・災害後に県から示された見解は、Ａ社が提示した 1.2ha 図面

に求積範囲に土地の改変が為されていない部分(是正指導によ

り自然復旧した部分。)が含まれており、これを除くと、森林

改変面積は 1ha を超えていなかった」との整理。 

・他方、熱海市の担当者ヒアリングでは、「2009 年夏以降に、

2008 年 8 月に是正指導により復旧した進入路入口付近の土

地の改変行為が行われており、このエリアを含めると 1ha を

超えているのではないかと認識していた」との発言があっ

た。 

（2009 年 11 月時点の担当職員からの聴き取り結果） 

※この発言を受け、資料を確認したところ、2009 年 6 月 24 日

の資料(A067)に添付された復旧計画図の写真位置によると、

県が示した是正指導により自然復旧した部分も改変されてい

ることが確認された。 

2009.12.10 Ａ社が市に「土の採取等変更届出書」（第１回）を提出。 

（面積の増量、工期限：2008. 4. 8→2010. 4. 8､ 

工法：ロックフィル→土堰堤、現場責任者：Ｄ社→Ｅ社） 

2009.12.10 市が同届出書を受理 
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        ※土砂の搬入が続いていることを現認している可能性 

        （図面に不備あり、盛土高さを15m以内にするよう2009.12.11

に指示、2009.12.24 に図面差替え完了） 

  2010. 3.23  Ａ社が市に「土の採取等変更届出書」（第２回）を提出 

       （工期限：2010. 4. 8→2010. 7. 8） 

                同日付で市が同届出書を受理 

2010. 7. 1  県東部農林事務所、県東部健康福祉センター、市が、残土処分

及びコンクリートガラ撤去についてＤ社に事情聴取。 

Ｄ社が「残土処分地への進入路上流に安定勾配で、小段をつけ

ながら仕上げたい。下の残土処分場と一体で 1ha を超えるよう

であれば、残土処分完了後、区域を広げないようその上にさら

に盛って仕上げたい」と新たな土砂搬入を提案。 

これに対し、県東部健康福祉センターは「管轄外なので、適法に

処分すれば構わない。」と回答。 

県東部農林事務所は、一体性の判断については、本課と相談して

判断したいと回答。 

現時点では小規模林地開発の範疇であると整理され、熱海市が

総合的に判断し関係部署に連絡することとなった。 

  2010. 7. 8  土の採取等変更届出の工期終了 

  2010. 7. 9   県東部健康福祉センターが、市に前述（2010.7.1）のＤ社提案

に対する市の回答を確認。 

・市からＤ社には、Ｂ社Ｑ氏が造成中の施工箇所が終了しないと

新規の土砂搬入は認めない旨通告。 

2010. 7. 20 県東部農林事務所と森林計画課で協議。新たな届出が提出さ

れた場合、今までの届出面積との合計が 1ha を超えている場合

は、林地開発許可申請を行わせる必要がある（一体性ありと判

断する）と整理。 

  2010.8.31 市からの残土処分場で木くず等が混ざった土砂が混入されて

いるとの通報を受けて、県東部健康福祉センター、市が現地調

査。Ａ社Ａ氏、Ｅ社Ｑ氏、Ｄ社等が共謀して廃棄物（木くず）

を残土処分場に持ち込んだ可能性が高い状況を県と市で認識。 

・県東部健康福祉センターから、「今後の対応として、単なる行政

指導では看過できない状態なので警察の協力を求めていくこ

ととしたい。関係者への事情確認も進めていく。」との方針が

示された。 

2010. 9. 9   県東部健康福祉センターが、Ａ社に廃棄物処理法（第 16 条不
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法投棄）に基づく指導票を交付。 

  2010. 9.17  市がＡ社に県土採取等規制条例に係る要請文書を発出 

要請内容 

 ・土砂崩壊が発生すると逢初川水域の住民の生命と財産に危

険を及ぼす可能性があるので、土砂の搬入をしないこと。

（注：工期限は 2010. 7. 8 で既に過ぎていた。） 

 ・完了届を提出して検査を受けること。 

2010.10. 7  県東部健康福祉センター職員の面前でＨ社が廃棄物混じりの土

砂をダンプカーから下ろしたため、指導を実施。 

2010.10. 8  市がＡ社に対し、土砂搬入の中止を要請する文書を発出。 

要請内容 

 ・2010. 9.17 付けの要請を無視して残土の搬入が行われてお 

り、土砂崩壊が発生すると逢初川水域の住民の生命と財産に

危険を及ぼす可能性があるので、即刻土砂の搬入中止を要請。 

 2010.11.10    Ａ社から、市に、さらなる残土処理と道路開設の相談がなさ

れたことを受け、県東部農林事務所、県東部健康福祉センタ

ー、県熱海土木事務所、市が、Ａ社関係の開発行為に係る対

策会議を開催。 

        内容 

        ・現在、１ha 未満の県土採取等規制条例の届出に基づき工事

しているが､届出期間が過ぎても工事しており､廃材も捨て

られている。 

        ・規制に有効な法令の検討として、特に森林法と整理されて

いる。 

        ・市から県に既に工区面積が県の林地開発許可が必要となる

1ha を超えているのではないかとの問題意識を提起。 

・Ａ社から、市に、現在の工事を完了させた上で、別企業

による新たな１ha 未満の届出をすることを提案。 

・市から県に合計で１ha 超となると思われるので、森林法

の林地開発許可や他の法令で規制できないか相談。→県

東部農林事務所が持ち帰り検討する。 

         ・県も熱海市の現状を承知しており、それぞれの法令等に

基づき協力する。 

         ・逢初川につながる上流箇所であり、流量オーバーと水質

汚濁が心配され、河川管理者として無視できない。（県

熱海土木事務所） 
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         （注） 

森林法上、無断開発された林地は原則として１ha を

超える部分だけでなく､全体の現状復旧が必要である。 

      ・県土採取等規制条例による指導については本課（県土地

対策課）と協議する。 

2010. 11.11  県東部農林事務所が、県森林計画課に対し、2010.11.10 の関

係機関打合せ会議の内容を情報提供 

内容 

        ・Ａ社とＢ社による残土処理は、ほぼ計画どおりに完了し、

緑化を残すだけとなっていた。 

 ・ここに別会社であるＤ社が無許可で残土を搬入している。 

        ・（Ａ社・Ｂ社の開発地）＋（Ｄ社の開発地）＞１ha となっ

ている。（実際に１ha を超えているかどうかについては測

量されていないので未確定。） 

        ・市は、Ａ社から、現在の埋立を完了（部分若しくは全部）

させた上で、別企業による新たな１ha の開発許可を得るこ

とはできないかとの照会を受けている。 

         （課題） 

           Ｄ社とＡ社の関係の確認による林地開発許可の必要性

の把握 

          （対応） 

          ・別企業による新たな１ha の開発については、所有者が

同一の土地で複数の事業者が行為を行う場合の一体性

（流域、時期、行為者の一体性）の判断について確認

する。（土地所有者の一体性をもって判断出来るかどう

か。） 

          ・原則１ha を超える部分については、現状復旧すること

が必要。（注：2011.11.10 の(注)と同じ） 

          ・現状復旧の指示については､施主でなく工事の実施者

に出すこと。 

          ・それが実行されれば１ha を超える林地開発の許可を検

討できるが､事業者が逢初川の降雨確率 1/1 を確保する

必要があるため、実質的に直ちに許可を出すことがで

きない。 

              （注） 

         その後、県東部農林事務所は､林地開発許可違反として扱う
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ことができないことを以下の理由で判断した。 

①森林改変面積が把握できていなかったこと。（県と市の協議

で、市が事業者に対し測量を指導することで合意したが、測

量結果は示されなかった。） 

        ②複数の業者が出入りしており、誰が、どの範囲の盛土を行っ

ていたか特定できなかったこと。 

        ③開発行為の一体性を判断する際に必要となる複数の業者間

の関係性が特定できなかったこと。 

（当時の担当職員からの聴き取り結果） 

     (市注) 

        ●土地改変面積について、第 1 回土の採取等変更届出書(2009

年 12 月)の受理面積である 0.9696ha と 2009 年夏以降に進入

路入口付近の土地の改変行為を行った土地の面積を合計する

と既に 1ha を超えていると考えていた。そして、これに加え、

2010 年 5 月から 11 月頃にかけては進入路上部についても形

質変更が行われており、これらを合計すると形質変更の面積

は 1ha を超えているのではないかと考えられることや事業者

が事業主体を変えて 1ha の要件を回避しようとしている話も

示唆していたことから、森林法で規制できないかという点に

ついて県に問題提起を行い、県東部農林事務所が持ち帰り検

討することになった。 

       ●市が事業者に測量を指導することに合意したタイミングは

2009.11.4 であり、その後、市から事業者に働きかけた結果、

事業者から 1.2ha の求積図が出されたが、県からの指導を受

け、最初は市で県土採取等規制条例に基づき対応することに

なった。しかし、その後も現場の土地改変行為が続き、県に問

題意識を伝えていたが、2007 年の時のように動いていただけ

なかった。 

（当時の担当職員からの聴き取り結果） 

※この発言を受け、資料を確認したところ、2009 年 6 月 24 日

の資料(A067)に添付された復旧計画図の写真位置や、進入路

上部の土地改変行為 2010 年 7 月 1 日資料(A098)添付写真に

よると、県が示した是正指導により復旧した部分も改変され

ていることが確認された。 

 

2010. 11.11  県東部健康福祉センターが前日の協議の内容を内部で共有。 
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県東部健康福祉センター 

廃棄物関係について警察に相談はしている。 

2011.1.14  市から県東部健康福祉センターへ、下流河川への環境影響の

有無を確認したいので、県東部健康福祉センターで水質検査等

が出来ないかと照会。 

2011.1.21  県廃棄物リサイクル課が、県東部福祉センターに対し、日金・

伊豆山に残された廃棄物について、措置命令を前提に事務を

進めるよう指示。 

      方針 

・措置命令に向けて準備を進める。18 条報告を重ね、十分な証

拠が揃った段階で措置命令を発出する。 

・まずは関係者すべてから 18 条報告を求める。県が意図した

報告でない場合や不足する場合は何回も報告徴収をする。 

・東部健康福祉センターは関係者ごとに報告を求める内容をま

とめ 1 月 31 日の不法投棄対策推進会議で報告する。 

 

2011. 2.25  土地所有者変更（Ａ社→Ｃ者） 

        Ａ社等とＣ者との間で同日付けで覚書締結 

        （当該地内のコンクリートコンと木片等の場外への撤去、当該

地の境界杭復元、本契約上の市が使用しているポンプ室脇の

ゴミ等の片付け、本契約上にある堰堤の法面成形を行い、市へ

の完了届出提出、これらの事項について 2011 年 3 月 31 日ま

でにＡ社等の責任において完了すること。これらの事項の期

限までの履行がなければ土地売買残代金の支払いを留保） 

        (注) 

県土採取等規制条例は土採取等を行う者に対して条例の義

務を課すものであり、土地所有者に義務は課していない。 

土採取等の承継は条例上に規定がなく、届出行為のＡ社から

Ｃ者へ承継された事実は、その後も含め確認されていない。 

  2011. 3. 4   県森林計画課、県東部農林事務所、市が残土処理場についての

現地調査実施 

       調査結果 

        ・残土処理（盛土）の施工が悪く、浸食・崩壊が発生し、沈砂

池までの流出を起こしている。今後も浸食や崩壊が進行す

るおそれが強い。 

        ・市には「伐採届」、「県土採取等規制条例」に基づく指導を行
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うよう依頼。 

  2011. 3.17  市、県土地対策課、県森林計画課が現状の確認と今後の対応

について協議し、基本的に熱海市が県土採取等規制条例に基

づき対応すること、土砂の流出、崩壊等の危険性があるた

め、緊急の是正を行わせる必要があることを確認。 

(注) 県土地対策課作成の協議記録に以下の記述あり。 

※逢初川源頭部の対応のみ記載 

現状の確認 

 ・ 2010.7.8 に県土採取等規制条例に基づく届出の完了期

限を迎えたが、出来形に関する是正、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律による指導が行われているうちに中断し、

放置されてしまった。 

・  沈砂池は設置されているものの、盛土面の植栽・緑地や

排水の不備により、法面からの土砂流出が生じている。 

        熱海市 

・ 市としては、当初計画のとおりに残りの防災工事を完了

させ、盛土部分を緑化させたいところであるが、指導経

過後、事業者と連絡が取れなくなり、土地の所有権も移

動したようである。 

・ 事業者との連絡が困難になり、さらに、土地の所有権

も移動したことを踏まえた、現実的な対応として、防災工

事を完了させることよりも、直ちに土の搬入を中止させ

ることのほうがより重要であると考えている。 

          ・ 土採取面積が１ha 超となれば別途林地開発許可が必要

となることもあり、県森林部局との間で調整を重ねてき

たが、結局、森林部局の方針として、仮に１ha 超であっ

ても下流河川の流下能力不足等の要因により林地開発対

象には出来ず(注参照)、１ha 以内に現況復旧させること

となったため、今後は県土採取等規制条例による（市の）

単独の対応となる。 

        (注) 県森林部局（当時）の見解等： 

             当該地域の下流河川の 1/1 流下能力の確保が出来ないの

でそのような地域で開発行為をすることは出来ない。 

 (市注) 市（当時）の見解等： 

         ・森林法による対応については、2010 年 11 月 10 日の会

議で県が持ち帰ることとなったが、県の方針として、最
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終的には仮に 1ha を超えていたとしても林地開発許可違

反とすることは難しいとの見解が示され、土採取等規制

条例で対応するよう指導された。熱海市は、2007 年の時

のように、県に林地開発許可違反を前提とした対応を期

待していたが、県との協議の場でも意見具申したもの

の、受け入れてもらえなかった。 

（当時の担当職員からの聴き取り結果） 

 

        県土地対策課 

        ・ 土採取条例にも報告徴求や措置命令など監督処分等に関

する規定があるものの、本来が届出制度であることもあり、

単独の対応では規制及び指導の効力が弱く、森林法など個

別法による対応を軸に指導することが望ましい。 

・ （県土採取等規制条例の）規制効果を案ずることよりも当

該条例による所要の手続きをとるほかはなく、災害の防止

のため緊急の必要があると認めるときは、直ちに停止命令

を行うことが妥当。 

        熱海市 

        ・ 了解した。緊急の必要があるために直ちに停止命令を行う

方向で検討する。 

        (注) 

                    当該協議により県・市で認識が共有されたかどうかは不

明であるが、県側参加者（森林計画課）の当該協議の記録（県

公文書）に「対応」として以下の記述。 

         ［対応］…基本的に市対応 

          ・ 土砂の流失・崩壊等の危険性があるため、緊急の是正

を行わせる必要がある。 

          ・ 会社の実態から是正指導に従うことは考えにくい。 

          ・ 期限を区切って文書指導、続いて停止（中止）命令。 

          ・ （当該土地の）所有権が異動しているため、新所有者

へも違法状態が是正されていないことを伝達。 

          ・ 関係する法令、機関を再度確認し調整を行いながら場

合によっては警察にも相談して対応していく。 

 

 2011. 3.25 市がＡ社に対し報告要求書を発出 

        2009.1.23 で市が許可した風致地区内行為についての報告を求 
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める。 

       報告を求める内容 

       ・許可した時の図面と現状が相違している理由 

       ・許可書等に記載のない、切土又は盛土を行った範囲を示した図

面 

       ・その他、許可書等に記載の無い工事を行っている場合は、その

工種及び施工範囲を示した図面 

       ・報告期限 2011.4.15 → 報告要求に対するＡ社からの返答

は無かった。 

2011. 3.25 市から、県森林計画課、県東部農林事務所へ搬入土砂について

情報提供。Ｄ工区が一杯になったため、再び赤井谷へ搬入され

ている。場所はガレキが敷かれた進入路部分。 

土砂には竹くずが混入しており、ダンプの運転手に聞くと二宮

から運んだとのこと。 

2011. 4.27  市が、Ａ社・Ｅ社に県土採取等規制条例第 13 条に基づき報告

書提出を指導（文書指導）。※報告期限：2011.5.13 

2011.4.28 県熱海土木事務所が、県東部農林事務所に森林法での規制の可

否について協議。2010 年 11 月 10 日に県東部農林事務所は、

森林法における対応を検討すると持ち帰っていたところ、その

後の整理について確認。 

     ＜県土木＞ 

     森林法第十条の２で、森林の周辺の地域において土砂の流出又

は崩壊その他の災害を発生させるおそれがある時には林地開発

を許可しないことも可能のように読めるが森林法によって事業

者の開発行為を規制することは可能か。 

     ＜県農林＞ 

     森林法で規制するのは難しい。 

        参考  

2012.4.28 時点の県東部農林事務所担当者への聴取結果

(2022.2.14) 

                  次のことから林地開発許可違反として指導することは出来

ないと判断した。 

ｲ.森林改変面積が把握できなかったこと。（県と市と協議し、

県土採取等規制条例に基づき、市から事業者に対して測量を

指導することで合意していた。） 

        ﾛ.誰が、どの範囲の盛土をしているのか特定出来なかったこ



17 

 

と。 

                ﾊ.仮に、複数の事業者による森林改変面積が１ha を超えてい

たとしても、盛土のみならず産業廃棄物の投棄もあり、盛

土に関係する事業者を特定することや、複数の事業者の関

係を把握し、その「人格」に一体性ありとの証明ができな

かったこと。 

          なお、当時、県の林地担当職員に「林地開発許可違反に

係る復旧工事の完了後、次に行われた森林改変面積が１ha

を超えていた」（2010.11.10 の打合せ記録）という認識は

なかった。 

（注） 

 森林改変面積が、1ha を超えていることが確認できない

中で、前述のとおり 2011.3.17 に、市、県森林計画課や及

び県土地対策課が協議した結果、市から県土採取等規制条

例で対応することが示され、基本的には市が対応すること

になった。 

 その後も引き続き、市は事業者に対し、県土採取等規制

条例に係る権限に基づき指導していた。 

(注) 市（当時）の見解等（再掲）： 

         ・森林法による対応については、2010 年 11 月 10 日の会

議で県が持ち帰ることとなったが、県の方針として、最

終的には仮に 1ha を超えていたとしても林地開発許可違

反とすることは難しいとの見解が示され、土採取等規制

条例で対応するよう指導された。熱海市は、2007 年の時

のように、県に林地開発許可違反を前提とした対応を期

待していたが、県との協議の場でも意見具申したものの

受け入れてもらえなかった。 

（当時の担当職員からの聴き取り結果） 

 

2011. 5.19  県（くらし・環境部廃棄物リサイクル課、熱海土木事務所）と

市が、前土地所有者、現土地所有者等と面談。土採取の届出区

域以外にも土が盛られ、市は「仮置き」扱いとしているが、合

計では１ha を超える。本来であれば土を盛るだけでも土採取の

届出が必要。県土採取等規制条例の届出に係る処理を完了する

こと及び過剰搬入した土砂を現場から搬出すること等を指導。 

2011. 5.19 市、県熱海土木事務所、県東部健康福祉センター、県廃棄物リ
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サイクル課、Ａ社、Ｃ者の代理人Ｕ者、土地仲介人Ｔ者が、今

後の対応を協議。（Ａ社がＣ者に土地を売却したため） 

市の対応として 2011.4.27 付文書で、Ａ社等に対し、2011.5.13

を期限とし報告書の提出を指示したが、報告要求文書を見てい

ないとＡ社社員が述べたことから、2011.5.31 までを期限とし

て提出を指導した。2011.5.31 の期日を待って報告が得られな

い場合、（県土採取等規制）条例に基づき行政処分を行ってい

くための事務処理を県土地対策課と相談しながら行う。 

2011. 6. 2  市は、県土地対策課と協議の上、今後の処理を下記により検討

していきたいとして、市長に報告（市長決裁） 

     内容 

      1.弁明の機会の付与通知 ６月中旬（提出期限６月下旬） 

           2.弁明書の提出がない場合、条例第６条に基づく措置命令 

       ７月中旬 

            現時点では県土地対策課と相談しながら１～２までの処理、

今後の対策について検討していきたい（今後の対策については、

現所有者であるＣ者とも協議の必要があると思われる。）。 

     （注）市の起案文書の中には、県土採取等規制条例第６条に基づ

く「是正措置の命令」、同第７条第１項に基づく「事業停止の命

令」や市行政手続条例第 26 条の規定に基づく「弁明の機会の付

与通知書」について、それぞれ県の案、市の案が添付されている。

県の行政文書には、「県の案」を含め、措置命令等についての協

議に関する記録は残っていない。 

2011.6.13 市がＡ社代表に来庁要請 

（注）この来庁要請の際に、Ａ社代表に措置命令発出の予定であ

る旨の事前告知を行った。 

2011.6.20 市、県廃棄物リサイクル課、県東部健康福祉センター、Ａ社、

Ｄ社、不動産仲介会社が集まり赤井谷関係者協議 

内容 

・赤井谷残土については、7 月 8 日までに現況図及び施工計画

を提出する。 

  2011. 6.24  市がＡ社に対し、関係書類の提出依頼を文書通知。（市建設課長

名、事務連絡）（注）2021.6.27 付け郵便物等配達証明書あり。 

6 月 20 日の協議で求めた土採取等規制条例の変更届の提出につい

て文書でも求めたもの。 

内容 



19 

 

2011.5.13(5.31)をもって届出期限となっていた条例に基づく報告

については、2011.6.20 に届出者と協議した内容（変更届の提出の

約束等）により、一時保留とし、今回の約束期限である 2011.7.8 ま

でに提出が行われなかった場合に、届出の未提出として措置命令、

停止命令を行う方針。 

       通知内容 ※原文ママ 

       静岡県土採取等規制条例に基づく届出事業については、先日、打

合せを行い、関係書類の提出を求めたところでありますが、提出に

あたっては、下記事項に留意し作成、提出をお願いするもの。 

       今後、現在の状況が続くと土砂崩壊が発生し、逢初川下流水域の

住民に危険を及ぼす可能性もありますので、約束された期日まで

に下記による関係書類を提出し、事業の完成を強く望むもの。 

                記 

       １ 条例に基づく変更届 

        ① 工法の変更 

         ア区域平面図 

         イ断面図（２箇所） 

         ウ計画変更平面図 

        ② 現場責任者の変更 

        ③ 施工期間の変更 

       ２ 提出期限（約束された期日）平成２３年７月８日 

       ３ 連絡・提出先 ※省略 

      参考 留意点 

         計画図作成においては下記の事項に留意願います。（主要事

項） 

       1.  現在法面崩壊している部分の復旧対策 

              2. 土砂流出防止対策及び排水対策 

         法面の法肩線及び小段排水溝をもうけ、縦排水溝の集排水

施設で排水できるよう措置すること 

              3. 緑化対策 

         法面に植生工を施し、法面崩壊の防止をするよう措置する

こと 

  2011. 7.12  市建設課・まちづくり課がＡ社、Ｃ者代理人（不動産業者Ｔ者）

と現場で工法を確認。 

       確認書内容 

       ①沈砂池対策 
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         沈砂池に堆積している土砂を除去すること｡掘込み式の頑固

な構造で補強すること。 

              ②土砂流出防止対策及び排水対策 

        法面の小段毎に小段排水溝を設け縦排水溝等の集排水施設で

排水できるように措置すること 

       ③法面崩壊対策 

        最下部から３段小段部までの法面勾配を修正し中間検査を受

けること｡確認後、最上段部まで施工協議を行い、法面崩壊を

防止するよう措置すること。 

2011. 7.12  Ａ社が市に「土の採取等変更届出書」（第３回）を提出 

       （工期：2010. 4. 8～2010. 7. 8→2011.7.13～2011. 8.15､現場

責任者：Ｅ社→Ａ社） 

（注）市が同届出書を受理したことについて、県の公文書等には記

録がない。 

2011. 7.14  市建設課がＡ社に連絡表を発出 

     記載事項 

          〇現場での協議事項 

        1. 沈砂池の土砂の除去について 

         ①熱海側から重機を入れて除去してください。 

         ②沈砂池の土砂を乾燥してから流用すること。 

               2. 沈砂池の周辺の手直し 

         ①付近の石を利用して直すこと。 

         ②沈砂池から水が流れる幅を作ること。 

               3. 排水工について 

         （Ｄ社Ｏ氏から提案） 

①神奈川側の縦排水工を木柵で作りたい。小段のところ

は、集水枡を使用。 

      ↓ 

（回答）市からの条件 

 (ｲ) 土地所有者と話し合い了承を得ること。 

 (ﾛ) 使用する木を切る場合は土地所有者の同意を得ること。 

 (ﾊ) 維持管理を行うこと。 

        ②熱海側の縦排水工は、半割の配水管を入れる。 

2011. 7.19   市が同届出書を受理 

      （注）市が同届出書を受理したことについて、県の公文書等に

は記録がない。 
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2011. 7.21   市まちづくり課がＡ社に対し市長名にて風致地区内行為につ

いて指示書を発出。 

     指示内容 

      2011.3.25 付け通知の風致地区内行為報告要求書の報告期限

（2011.4.15）を過ぎているため、（①2009.1.23 付けで許可を受

けた図面と現状が相違している理由、②許可書等に記載のない

切土又は盛土を行った範囲を示した図面(平面図・断面図)、③そ

の他許可書等に記載のない工事を行っている場合には、その工

種及び施工範囲を示した図面について文書による報告を）早急

に提出すること。 

   2011. 8.30 Ｄ社から市建設課に伊豆山赤井谷（注：逢初川源頭部の字名）法

面補修工事の工事写真帳の提出（市の公文書として編綴） 

       ・工期：2011.8.1 ～ 8.30 

       ・次の工事箇所の着工前、完了の写真あり。 

        （下流沈砂池、縦排水口の下端から下流沈砂池への横断管(φ

250×3)、木製縦排水路、上段沈砂池、法面等） 

        (注)上段沈砂池、法面等に湧水がある写真あり。 

 2011.10.19  市まちづくり課がＡ社に対し、文書を発出 

      内容 

        Ａ社及び関連会社が市内で行っている赤井谷等７箇所の開発

事業の今後の対応について協議したいので来庁を依頼。 

  2011.11.18 市が、現土地所有者のＣ者等と協議。Ｃ者らの行う事業内容（事

業地北側法面の下に大型土嚢を設置し、法面整地、排水工の幅の

拡大、沈砂池の土砂の除去と拡大、事業箇所全体の整備、緑化、

土採取条例に基づく書面の提出）を確認。 

2011.12.1 市とＣ者側が、承継手続きについて協議。 

Ｃ者側から市に対し、独自に動く方針であることが示され、土採

取等規制条例などに関する手続について確認があった。 

市から県土地対策課へ承継について相談。県土地対策課からは、

市の職権において事業の廃止をしてＣ者から新事業として届出

を出してもらったらどうかとの提案があった。 

  2011.12.14 市、県東部健康福祉センター、Ｃ者代理人で協議。 

      経緯 

       市は前所有者であるＡ社に対し再三の口頭・文書による指導を

しているが、現状長期間放置されていた。2011 年 2 月にＣ者に所

有権が移転後、現所有者とも何度か立ち会いを行い協議した結果
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について確認。 

      内容 

・ 2011.11.18  市建設課が確認書を作成。 

（確認書の内容） 

       ○市による事業 

       ・市道七尾本宮線への横断側溝設置（工事出入口上） 

       ・事業地入口へのバリケード設置（工事出入口付近） 

       ○届出者及び土地所有者による事業 

       ・事業地北側法面の下に大型土嚢を設置し法面整地を実施 

       ・排水工（北側）をＷ＝1.0m からＷ＝1.5m～2.0m に変更 

       ・沈砂池の土砂の除去及び沈砂池の拡大 

       ・事業箇所全体の整備、緑化（種子及び植栽） 

       ・土採取条例(原文ママ)に基づく書面の提出 

       ○事業工期 2012 年 1 月末 

2012.1.25 市による赤井谷の門扉設置工事が完了。 

2012.1.26 市が、Ｃ者代理人Ｕ者と承継と施工について協議。 

承継についてはＣ者代理人Ｕ者に土採取届の現場責任者の変更

について確認したところ、了解は得られなかった。 

Ｃ者からは施工についてＣ者が積極的に行う行為ではなく、行

政からの指導として行う行為という位置づけとして欲しいとの

話があった。 

2012.1.27 市が、県庁土地対策課に対し、26 日の方針を共有。これを踏ま

えた手続について相談したところ、最終的に書類が整っていれ

ば良いとの返答があった。 

   2012. 2. 3  Ｃ者が市に対し、2012 年 6 月を目途に安全対策工事を完了する

旨を約束。 

   2012. 2. 7  市は、Ｃ者に対し、安全対策工事施工の要請文書を発出。 

※2012.1.26 のＣ者代理人Ｕ者の要望により発出したもの

（2012.2.8 に手交） 

2012. 3.28 県の土地対策課担当者が異動となるため、市担当者から現担当

者に新担当者への引継ぎを依頼。 

  2012. 4. 6  県東部農林事務所が現場確認（確認日 2012.4.5）。 

      確認内容 

       ・完了にあわせて種子吹きつけにて緑化が実施されており、徐々

に緑化は進みつつある。 

       ・盛土法面の浸食が進みつつあり、経過観察する必要がある。 
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・Ｃ者関連会社は、市に対し、今までの行為地及び残置された廃

棄物の処理について「善良に対応していく」と話している。 

     （注） 

        この 2012.4.6 の県東部農林事務所の公文書以降、県の公文書

には、本現場について、県東部健康福祉センターによる廃棄物移

動の監視記録を除いて、県熱海土木事務所、県東部農林事務所の

行動記録が残されていない。 

  2012. 9.19 Ｃ者の代理人から電話連絡。Ｃ者は防災工事をしなくてはならな

いと思っているとの発言あり。 

2012.10.19 Ｃ者から、県廃棄物リサイクル課、県東部健康福祉センター、市

に対し、赤井谷地区における今後の修復計画について説明がなさ

れる。赤井谷の土砂流出防止工事、市水道施設上部土砂流出防止

工事等を順次行いたいと発言。 

 2013. 1. 9  Ｃ者から県東部健康福祉センター所長あてに書面が提出。 

     ※ 県がＣ者から聴取(2021.12.16)した結果によれば、この書面

は自分が作成したものでないとのこと。 

内容 

・Ａ社が赤井谷地内に投棄した廃棄物の撤去及び同社が放置

している逢初川源流上部土地崩落現場の修復工事について、

現土地所有者として問題案件処理に善意をもって解決する

覚悟 

・Ａ社が市の指導を無視して放置した伊豆山港及び逢初川 

下流水域へ土砂崩壊による二次被害防止のための安全対策

工事を施工 

   2016.11.29 市が県東部健康福祉センターに「Ａ社関連経過及び問題点」を資

料提供。（熱海市 HP 公開資料より） 

                ・「法面及び崩落部は放置されたままであるが緑化が進み見た目

は問題ない。（崩落する可能性はあるが・・・）」と記載。 

（市注）当該崩落地に関する内容は、2012 年 11 月時点のものと考

えられる。なお、崩落する可能性については、人身災害につながるよ

うな崩落を意図しているものではなく、何度か発生した表土の流出

を想定しているもの。 


